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結果のポイント

学校基本調査とは

本調査は文部科学省の統計調査で、学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項で

ある学校数、在学者数、教職員数、卒業者数等の状況を明らかにするため、昭和２３年度

から毎年５月１日現在で実施している基幹統計です。               

なお、全国版は文部科学省のホームページで公表されています。

Ⅰ．学校の基本的事項

  １．総括

     令和５年度の学校数は854校で、前年度より3校減少（幼稚園5園減、幼保連携型認定
こども園4園増、小学校2校減）している。在学者については159,201人で、前年度より

2,499人減少している。

      幼稚園の園児数は6,613人で、前年度に比べ618人(8.5%)減少した。

幼保連携型認定こども園の園児数は12,067人で、前年度に比べ96人(0.8%)増加した。

   小学校の児童数は66,615人で、前年度に比べ1,326人(2.0%)減少し、昭和56年度以降

43年連続の減少となった。

   中学校の生徒数は35,119人で、前年度に比べ269人(0.8%)減少した。

    高等学校の生徒数(全日制・定時制)は33,330人で、前年度に比べ405人(1.2%)減少し、平成

3年度以降33年連続の減少となった。

特集１

〇高等学校卒業者（令和５年３月卒業者）の県内就職率は 69.6％で令和元年度調査結果以来４年
ぶりの低下であるが、統計を取り始めた昭和36年度以降３番目に高い水準。

〇長崎県内の学校数は 854校で、前年度より 3校減少。在学者については 159,201人で、前年度
より 2,499人減少。

〇小学校の児童数は 66,615人で前年度に比べ 618人(2.0%)減少し、昭和 56年度以降 43年連続の
減少。

〇中学校の生徒数 35,119人で、前年度に比べ 269人(0.8%)減少。
〇高等学校の生徒数(全日制・定時制)は 33,330人で、前年度に比べ 405人(1.2%)減少し、平成 3
年度以降 33年連続の減少。



  

２．幼稚園

（１）園数

   幼稚園数は96園で、前年度より5園減少した。

（２）園児数

園児数は6,613人（男子3,351人、女子3,262人）で、前年度より618人（男

子303人、女子315人）減少した。

（３）教員数

   教員数（本務者）は888人で前年度より24人減少し、教員１名あたりの園児

数は7.4人であった。

３．幼保連携型認定こども園

（１）園数

    こども園数は114園で、前年度より4園増加した。

（２）園児数

園児数は12,067人（男子6,272人、女子5,795人）で、前年度より96人（男

子106人増、女子10人減）の増加となった。

  （３）教員数

     教員数（本務者）は2,214人で、前年度より105人増加し、教員１名あたりの園

児数は5.5人であった。



４．小学校

  （１）学校数

    小学校の学校数は318校（国立1校、公立311校、私立6校）で、前年度より2校

減少した。

  （２）児童数

     児童数は66,615人（男子34,080人、女子32,535人）で、前年度より1,326人（男

子721人、女子605人）減少した。

（３）教員数

    教員数（本務者）は5,395人で、前年度より25人増加し、教員１名あたりの児童

数は12.3人であった。

５．中学校

（１）学校数

     中学校の学校数は184校（国立1校、公立167校、私立16校）で、前年度と同じで

あった。

（２）生徒数

     生徒数は35,119人（男子18,213人、女子16,906人）で、前年度より269人（男子

6人増、女子275人減）減少した。

（３）教員数

    教員数（本務者）は3,273人で、前年度より48人増加し、教員１名あたりの

生徒数は10.7人であった。



  

６．高等学校

（１）学校数

     高等学校の学校数は79校（公立57校、私立22校）で、前年度と同じであった。

  （２）生徒数

  生徒数は33,330人（男子17,051人、女子16,279人）で、前年度より405人（男

   子206人、女子199人）減少した。

  （３）教員数

     教員数（本務者）は3,167人で、前年度より60人増加し、教員１名あたりの

生徒数は10.5人であった。

  

７．特別支援学校

（１）学校数

     特別支援学校の学校数は18校（国立1校、公立17校）で、前年度と同じであった。

（２）在学者数

     在学者数は1,769人（男子1,137人、女子632人）で、前年度より29人（男子18人、

女子11人）増加した。

（３）教員数

教員数（本務者）は1,108人で、前年度より11人減少し、教員１名あたりの生徒

数は1.6人であった



   

  

  

８．専修学校

（１）学校数

    学校数は34校で、前年度と同じであった。

（２）生徒数

     生徒数は3,278人（男子1,283人、女子1,995人）で、前年度より147人（男子

32人、女子115人）減少した。

９．各種学校

（１）学校数

    学校数は9校で、前年度と同じであった。

（２）生徒数

     生徒数は363人（男子181人、女子182人）で、前年度より141人（男子68人、 女

子73人）増加した。

   



Ⅱ．中学校及び高等学校卒業後の状況

１．中学校

  （１）卒業者数

    令和5年3月の中学校卒業者数は11,838人（男子5,961人、女子5,877人）で、

前年度に比べ81人(0.7％)減少した。

（２）卒業者の状況

     卒業者を状況別にみると、高等学校等進学者（注１）11,752人、専修学校等進学者

13人（専修学校高等課程進学者6人、専修学校一般課程等入学者1人、公共職業能力開

発施設等入学者6人）、就職者20人、その他54人となっている。

（３）高等学校等進学者

      高等学校等進学者数は11,752人（男子5,905人、女子5,847人）で、前年度に比べ

64人(0.5％) 減少した。

高等学校等進学率は99.3％（男子99.1%、0.2ポイント増、女子99.5%、0.1ﾎﾟｲﾝﾄ

増）で、前年度に比べ0.2ポイント上昇した。

（４）就職者

     就職者総数（注２）は20人で、前年度より10人減少した。

就職率は0.2％で、前年度に比べ0.1ポイント低下した。

（注１）高等学校等への進学者数

        高等学校の本科(全日制・定時制及び通信制)及び別科、高等専門学校、特別支援学校高等部の本科

    及び別科へ進学した者をいう。また、進学して同時に就職した者も含む。

  （注２）就職者総数

     就職者と高等学校等進学者、専修学校（高等課程）進学者、専修学校（一般課程)等入学者、公共

職業能力開発施設等入学者のうち就職している者を含んだ総数。就職者（臨時等）は除く。

表10  中学卒業後の状況



２．高等学校

（１）卒業者数

     令和5年3月の高等学校(全日制・定時制)卒業者数は10,933人（男子5,535人、

女子5,398人）で、前年度に比べ350人(3.1％)減少した。

（２）卒業者の状況

          卒業者を状況別にみると大学等進学者（注３）5,297人、専修学校等進学者2,531人

（専修学校専門課程進学者1,829人、専修学校一般課程等入学者516人、公共職業能力

開発施設等入学者186人）、就職者2,828人(進学就職者1人を含む。)、その他278人と

なっている。

（注３）大学等進学者数

       大学(学部)、短期大学(本科)、大学・短期大学の通信教育部、大学・短期大学(別科)、高等学校(専攻科)

       及び特別支援学校高等部(専攻科)に進学した者をいう。また、進学して同時に就職した者も含む。

（３）大学等進学者

大学等進学者数は5,297人（男子2,486人、女子2,811人）で、前年度に比べ

224人(4.1％)減少した。

   大学等進学率は48.4％（男子44.9%、0.7ﾎﾟｲﾝﾄ増、女子52.1%、1.6ﾎﾟｲﾝﾄ減）と

前年度に比べ0.5ポイント低下した。

表11  高等学校卒業後の状況



（４）就職者

就職者総数（注４）は、2,828人で、前年度に比べ10人(0.4％)増加した。

   就職率は25.9％と、前年度に比べ0.9ポイント上昇した。

      就職者の県内就職率は69.6％で、前年度に比べ2.5ポイント低下した。

      （注４）就職者総数

      就職者と大学等進学者、専修学校(専門課程)進学者、専修学校(一般課程)等入学者、公共職業能力開発施設等入学

      者のうち就職している者を含んだ総数。就職者（臨時等）は除く。



Ⅲ 九州各県との比較

九州各県との比較については、表１５のとおりであった。

（１）在学者数の九州各県との比較（表１５）



　県内高校生の進学・就職の割合は、昭和51年度は就職者が５割以上を
占めていましたが、その割合は平成8年度を境に逆転し、令和5年度の結
果では進学者の割合が5割に迫っています。

　特集にも記載のとおり、令和５年度の県内就職率は69.6％で、令和元年度以来４年ぶりの
低下となりましたが、統計を取り始めた昭和36年度以降３番目に高い水準となっています。
　県内就職率が高い水準となっていることについて、県未来人材課では「生徒や保護者に
県内企業の情報を提供したり、企業の説明会や見学会を行ってきた効果が表れている。」と
しています。

出典：文部科学省「学校基本調査」
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県内高校生の進学・就職状況

高い水準を維持している県内就職率

平成8年度 進学者の割合が就職者の割合を超える
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統計を取り始めた昭和32年度以降最高値
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